
 

   1  
  

平成２８年９月期 事業活動のご案内 

（作成基準日：平成２８年９月３０日） 

Ⅰ．公益目的実施事業 

１．公益目的実施事業の経過および成果  

一般財団法人移行時に承認された公益目的の事業範囲（以下３点）に変更はありません。 

① 不動産の価格等に関する調査及び研究 

② 不動産に関する講演会等の開催、機関誌等の刊行及び不動産図書室の設置公開 

③ 不動産に関する基礎的研究 

２．定期調査の実施と社会還元 

(1) 当研究所は日本最大の不動産に関する総合調査研究機関として、以下の定期調査を実施し 

  ています。 

(2) ①～④は日本勧業銀行から引き継いだもので、最も古い調査暦は１０３年になります。  

(3) ⑪は東証が公表してきた「東証住宅価格指数」を平成２７年１月から名称変更して継承してい 

  ます。 

定 期 調 査 名 発刊・公表時期 開始時期 

① 市街地価格指数 27/12，28/6 昭和１１年 

② 全国木造建築費指数 27/12，28/6 昭和１３年 

③ 田畑価格及び賃借料調 27/10 田畑：大正２年、賃借料：大正１０年 

④ 山林素地及び山元立木価格調 27/10 山林：昭和１５年、立木：昭和２１年 

⑤ 全国賃料統計 27/12 平成 ７年 

⑥ 全国オフィスビル調査 28/9 平成１７年 

⑦ 東京･大阪・名古屋のオフィス賃料予測 27/11，28/4 平成１０年 

⑧ 住宅マーケットインデックス 28/3・9 平成１０年 

⑨ 不動産投資家調査 27/11，28/5 平成１１年 

⑩ 国際不動産価格賃料指数 27/11，28/5 平成２５年 

⑪ 不動研住宅価格指数 毎月最終火曜日 平成２３年 

○ 関係官公庁・大学・研究機関等には調査結果を機関誌等にて還元し、維持会員・ＷＥＢ会 

  員には研究所ＨＰを通じて随時の閲覧、収録データの一部についてダウンロードが可能とな 

  っています。 

３．機関誌等の刊行 

①季刊不動産研究：昭和 34 年創刊。国内外の鑑定評価理論・実務に関する調査研究の成果等

を掲載しています。平成 28 年 7 月に第 58 巻第 3 号を刊行し、延べ 229 号を数えます。  

②不動産調査：昭和 53 年創刊。研究所主催の講演会の内容や各界識者・実務家の見解を掲載

する他、不動産に関するタイムリーな話題を提供する小冊子となっています。当期に 400～402

号を刊行いたしました。 

③不動産マーケットビュー：平成２５年７月創刊。定期調査の調査結果、アセット別及び主要都市

別市況概要、大型取引及び開発等の不動産マーケット情報等、国内の不動産市況について

整理し、年２回発行しています。平成２８年６月に第７号を発刊いたしました。 
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 ４．専門書籍の刊行、図書室の一般公開 

(1) 不動産に関する理論と実務に寄与するため、以下の専門書籍を刊行しています。 

  ①「ベーシック不動産入門」（日本経済新聞出版社） 

  ②「不動産用語辞典」（日本経済新聞出版社）    他 

(2) 浜松町の本社では、不動産の専門図書及び定期雑誌等を収蔵した「図書室（閉架式）」を一 

  般公開しております。蔵書の充実及び閲覧の効率化を図るため、本社内図書の一元化を推進 

  するとともに、お客さまの利便性向上を図る観点からＷｅｂによる図書検索システムを導入してお 

  ります。 

 ５．学会、研究機関、大学との連携 

(1) 日本不動産学会、資産評価政策学会等の学会活動に、積極的に協力しています。 

(2) 青山学院大学総合文化政策学部の「エリア文化論」講座の運営を支援しています。 

(3) 日本不動産学会（千葉・明海大学）に２本の研究成果を発表しました。 
(4) 明海大学主催「不動産学シンポジウム」を共催し２本の研究成果を報告しました。 

 ６．国際関係団体等との交流 

(1) 米国の鑑定評価理論・実務等を調査研究し、「不動産研究」誌等で研究成果を発表いたしま 

  した。 

(2) 日中韓３国セミナー「各国の鑑定評価適正性、信頼性、専門性を向上させるための方策」へ  

  講師等を派遣いたしました。 （10 月、韓国：大邱） 

(3) 中華民国政府、台北市等台湾賃貸住宅市場調査団の受け入れをいたしました。 

  （11 月、東京・横浜等） 

(4) 香港理工大学スタディ・ツアーへの講義・意見交換をいたしました。（1 月 東京、5 月 大阪） 

(5) 韓國鑑定院と「鑑定評価協力会議」を開催いたしました。（4 月、韓国：済州島） 

(6) 2016 年不動産仲介協会の年次総会に講師を派遣いたしました。（6 月、中国：北京） 

(7) 土地評価師協会・房地産評価師協会・土地勘測企画院との意見交換会を開催いたしました。 

  （7 月、中国：北京） 

(8) 財團法人國土規劃及不動産資訊中心と意見交換会、財團法人中國地政研究所主催の不 

  動産評価理論・実務研究会を開催いたしました。（8 月、台湾：台北） 

(9) 中華民国土地估價学会と固定資産税評価等に関する意見交換会を開催いたしました。 

  （9月、京都）     

７．各種の講演会・セミナー等の開催 

(1) 当研究所では、不動産に関する日頃の研究成果を発表したり、不動産に関する有益な情報 

  を社会に広く還元することを目的として、様々な講演会等を開催しています。 

(2) 当事業年度に開催した「①定例講演会、②土地月間講演会、③各種セミナー」等は、以下 

  のとおりです。 

(3) 定例講演会・土地月間講演会は公益性が高いことから、参加料は無料としています。 

   また、全国各地で開催している各種セミナーにつきましても、原則無料となっています。    

なお、特別会員の皆様には、有料セミナーであっても招待状をお送りしています。 

 ① 定例講演会の開催 

 不動産に関する有益な情報等を社会に提供することを目的とする定例講演会 

開催日・場所 テーマ：２０１６年の日本経済と不動産市場 講師 

 27.12.4  

有楽町朝日ホール 

（有楽町マリオン１１Ｆ） 

○特別講演 

 (一億総活躍社会への展望と課題) 

 

○研究報告  

 (2016年の不動産市場) 

東京大学大学院  経済学研究科 

   教授 伊藤 元重 氏 

 

日本不動産研究所 

    不動産エコノミスト 吉野 薫 
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 ② 土地月間講演会の開催 

(1) 国土交通省の平成 27 年度「土地月間」行事の一環として、平成 27 年 10 月 2 日に京王プラ 

  ザホテル札幌で開催したものです。 

(2) 後援：国土交通省 

テーマ：どうなる今後の日本経済と不動産市場 講師 

○最近の地価動向と今後の土地政策 

 

 
 

○今後どうなる北海道経済と不動産 

 

 

○地形と気象からの日本文明 

国土交通省 土地・建設産業局 

 次長 長谷川 博章 氏 

 

日本不動産研究所 

 不動産エコノミスト 吉野 薫 

 

公益財団法人リバーフロント研究所 研究参与 

特定非営利活動法人日本水フォーラム 代表理事 

作家                   竹村 公太郎 氏 

  ③ 各種セミナー等の開催 

日程・場所 名称 テ ー マ 

 27.10.28  

イイノカンファレンス

センタールームB 

JREI国際不動産 

セミナー 

 本社  

日系企業の中国事業環境とリスク管理 

－知らなかったではすまされない中国の企業評価実務－ 

 28. 7. 4  

SMBCホール 

RICS-JREI-ARES 

共催セミナー 

 本社  

インフラへの民間投資の可能性と課題 

－英国及び日本の事例を中心として－ 

 28. 9.30  

イイノカンファレンス

センタールームB 

不動産セミナー 

 本社事業部  

東京都における最近の地価動向 

土地価格比準表の改正点・概要 

イギリスのEU離脱～不動産市況 

 
 
 
Ⅱ.収益事業 

 事業の経過および成果 

(1) 経済の回復や東京五輪、インバウンド投資などの勢いにやや陰りが見えるものの、依然と

して東京を中心に高水準で不動産投資は継続されており、不動産市場は好況を継続してい

ます。研究所の事業も、本社現業部を中心に積極的な営業活動を展開し、堅調に推移いた

しました。 

(2) 証券化部では J-REIT 案件、業務部では新規顧客案件を中心に、本社が受託し支社・支

所は案件処理する役割分担を行い、業務の拡大を推進しています。 

(3) 公共部では固定資産税及び空家対策関連業務、本社事業部では地方の再開発事業関連

業務、賃料評価及び立退料調査業務、資産ソリューション部では PRE・CRE 戦略支援、環境

不動産調査、インフラ・動産評価等の業務、金融ソリューション部では地方に本社がある企業

への営業展開やソリューション業務において、本社の専門性を活かし、支社・支所と共同で

営業を行っています。                                             
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Ⅲ.総務関係 
      

１．維持会員の現況と特典                                                    （社） 

 特別会員 賛助会員 普通会員 維持会員 計 

平成２８年９月末 ２０２ ２７ ９６ ３２５ 

会
員
特
典 

定期調査結果  

 
研究所ＨＰより、全ての調査結果をダウンロード可能 

 

研究所発行書籍 「不動産研究・不動産調査」の無料配布等 

不動産情報 研究所ＨＰにて、各種の不動産情報を開示 

会員有料セミナー 無料 会員割引 

講師派遣 特別会員割引 賛助会員割引 普通会員割引 

鑑定評価報酬割引 １５％ １０％ ５％ 

年会費 １５万円 １０万円 ５万円 

 
２．ＷＥＢ会員の現況と特典   （人・社） 

 
会員数 ＷＥＢ会員の特典 

平成２８年９月末 １８，９９５ 
・定期調査結果の一部をダウンロードできます。 
・鑑定報酬の割引はございません。 
・年会費は無料です。 

 
 ３．事務所に関する事項 

支社・支所 変更事項 変更日 変更後所在地 電話･FAX 

1 本  社  移転 28.7.19 港区海岸 1-2-3 変更なし 

2 盛岡支所 移転 28.4.25 盛岡市開運橋通 1-1 変更なし 

 

 ４．職員の状況 （平成２８年９月末）                （人） 

専門職 事務職 合計 

 

本社 179 83 262 

支社・支所 144 96 240 

合計 323 179 502 

 
前事業年度末 ▲2 ＋2 0 

平均年齢 43.1 歳 
1 歳 

41.0 歳 42.3 歳 
 

 
〇公的資格保有者(人)  専門職 事務職 合計 

 
保有率 ・保有率は専門職員数に

対する比率 

←不動産鑑定士試験合格
後、所定の実務修習等を
経て、鑑定士として登録
される。 

 

 

不動産鑑定士 273  273  85% 

不動産鑑定士試験合格者 25  25 
 

7% 

一級建築士 22  22 

 
 7% 

二級建築士 6 2 8  2% 

補償業務管理士 17  17  5% 

技術士・ＲＣＣＭ 2  2  1% 

弁護士 
 

1  1 

 

 

公認会計士 1  1  

中小企業診断士 1  1  

MAI(米国不動産鑑定人) 5  5  2% 

ＦRICS（名誉会員） 1  1    

MRICS（英国の不動産鑑定） 4  4  １%  

                    注）資格者数については重複カウントあり 
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５．役員に関する事項 
    理事および監事に関する事項                         （平成２８年 11 月 28 日現在） 

   氏 名 委嘱業務 他 重要な兼職の状況 

代表理事
   

理事 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 〃 

 

 〃 

 〃 

監事 

 〃 

福田 進 

 

小林 信夫 

茂木 泰 

岡 淳二 

水戸部 繁樹 

根本 啓三 

横井 広明 

 

山本 博英 

川添 義弘 

岩谷 眞 

西原 政雄 

理事長 

 

常務理事/業務部長 

東北支社長 

企画部長 

本社事業部長 

総務部長 

資産ｿﾘｭｰｼｮﾝ部長･ 

金融ｿﾘｭｰｼｮﾝ部長 

研究部長 

審査部長 

常勤 

非常勤・社外 

国税審議会委員、東京海上日動火災保険(株) 

社外監査役、丸紅(株)社外取締役 

国土交通省国土審議会（鑑定評価部会）委員 

宮城県固定資産評価審議会会長 

東京都地価動向調査委員会委員長 

東京都土地利用審査会委員 

 

国土交通省不動産鑑定評価制度懇談会委員 

 

 

土地鑑定委員会鑑定評価書小委員会委員 

東京都収用委員会委員 

(一社)全国地方銀行協会 副会長・専務理事 
  注）平成２８年１１月２８日付で、以下のとおりの役員人事がありました。 
      ・齋藤 明は退任し顧問に就任しました。 
      ・山本 博英、川添 義弘が理事に選任されました。 
 

６．職員等の政府、公共機関等に対しての協力 

 当研究所は全国的なネットワークを有する日本最大の不動産に関する総合調査研究機関であ

ることから、多くの役職員が公的部門の各種委員会等に委員等として就任し、不動産に関する専

門知識を助言するとともに地域社会の発展に貢献しています。 

(1) 役職員の国・地方公共団体の審議会委員等への就任状況 

神田金沢支所長ほか 

戸張盛岡支所長ほか 

小川近畿支社長ほか 

稲葉北海道支社長ほか 

都道府県固定資産評価審議会委員 

市区町村土地区画整理事業評価員 

都道府県財産評価審査会委員 

防衛施設局地方審議会委員 

(2) 全国にわたる地価調査業務に従事 

評価員 ・地価公示､都道府県地価調査の評価業務にあたり､研究所職員（不動産鑑定士）が多数就任 

(3) 公益社団法人 日本不動産鑑定士協会連合会等への協力 

連合会・ 

士協会役員 

山下企画部副部長 

伊藤業務部副部長 

亀田松山支所長 

塚田長野支所長 

その他多くの役職員

（公社）日本不動産鑑定士協会連合会の副会長及び国際委員長 

（公社）日本不動産鑑定士協会連合会の常務理事及び広報委員長 

（公社）日本不動産鑑定士協会連合会の常務理事 

（公社）日本不動産鑑定士協会連合会の理事 

都道府県の不動産鑑定士協会の会長・理事・委員 

講師派遣 ・士協会連合会が主催する実務修習講義に、職員等を講師派遣 

 

７．業務の適正を確保するための体制 

(1) 法人法及び同施行規則に定める「業務の適正を確保するための体制」については、各種規程     

  類を整備し、その遵守徹底を通じて業務運営の適正が確保される体制を構築しています。 

(2) リスク管理体制の整備・向上：各部署で作成したリスクマップの中で影響度、発生頻度の高 

  いリスク事象を中心に監理を実施し、不正行為等の早期発見と是正を図っています。 

(3) データベース「日経テレコン２１」を活用した反社チェックの励行、職員等からの組織的又は個 

  人的な法令違反行為等に関する通報の受け付け等を実施し、リスク管理体制の整備・向上を図 

  っています。 
以上 


